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第 4 回理研アドバイザリー・カウンシルの理研理事長への報告書 
序文 
理研がこれまであげてきた業績は高い評価に値し、なかでもその科学、人材、設備の

各面における過去から現在に至る質の高さは特記されよう。どこまで到達できるかと

いうモデルの一つとして理研をあげることができる。拡大発展や、よって立つ基盤の

変化に対して見せる柔軟性や適応性は、理研の際だった特徴である。理研の、この成

功のパターンを遠い将来まで見つづけたいとの願いに対し、それを強く支持するとい

う姿勢に立って我々理研アドバイザリー・カウンシル(RAC)はこの提言の作成にあた

った。 
 
はじめに 
1998 年開催の第 3 回理研アドバイザリー・カウンシル会議後、理研はそのアドバイ

ザリー・カウンシルのシステムを再編した。それぞれのアドバイザリー・カウンシル

(AC)を持つセンター群(FRS, GSC, BSI)の出現で、理研は、主任研究員研究室(IL)制
度について独自に評価を行う主任研究員研究室アドバイザリー・カウンシル(ILAC)
を別に作る必要を認識した。RAC への付託事項には、これら 4 つの AC から出され

た報告を統合し、理研全体の研究システムをレビューし、将来における理研の活動を

支援するための助言を与える作業が含まれることになった。各 AC からの報告を取り

まとめる必要から、RAC の委員には、ILAC, FRAC, GSAC, および BSAC の議長が

加わっている。 
 
付託事項―第 4 回理研アドバイザリー・カウンシル 

1. 4AC(ILAC, FRAC, BSAC, GSAC)の報告書に含まれる所見および提言を

検討すること。  
2. 理研全体の研究システム構造を評価すること。  
3. 理研の将来活動に助言を与えること。  
4. カウンシルの所見を理事長に報告すること。  

 
第 4 回 RAC 会議は、平成 12 年 6 月 4 日から 7 日にわたって東京および理研の和光

キャンパスで行われた。当初から RAC の全ての委員は熱意をもって議論および討論

に参加した。この熱意は絶えることなく、会議が進行するに従って、しばしば、議論

が白熱した。これは全ての委員が理研に対し時宜を得た有益な助言を与える仕事に没

頭したことの反映である。  
RAC 会議は、2000 年 6 月 4 日夕、理研吉良副理事長の歓迎挨拶に始まり、6 月 5 日

朝、小林理事長の挨拶で公式の議論を開始した。1998 年の第 3 回 RAC 会議の提言に

対する理研の対応および理事長の第 4 回 RAC に対する期待として付託事項が RAC
に示された。また、2000 年 3 月に理研理事会により採択された理研の基本構想であ

る、”理化学研究所の将来に関する考え方”が紹介された。会議の主要議題として、(IL
を代表する)主任研究員会議議長、フロンティア研究システム(FRS)、 ゲノム科学総

合研究センター(GSC)および 脳科学総合研究センター(BSI)の所長、センター長を通



 

して各研究セクターの活動が RAC に伝えられた。これらの活動報告後、各 AC の議

長が、それぞれの AC の報告を行った。引き続き、各セクターの活動報告および AC
の報告について討議が行われた。最後に、小林理事長および吉良副理事長が理研の運

営形態について説明を行った。  
RAC 委員は会期中および事前の準備の多大な労に対して謝意を表わす。理研の理事、

研究者および職員の仕事が膨大であったことを我々は認識しており、ここに正式に謝

意を表したい。理研の努力により、我々は十分な情報を受け任務を遂行することがで

きた。会期中に理研が示してくれた親切と寛容さのお陰で、我々の理研への訪問は実

り多く、刺激的で真に楽しいものになった。  
 
第 4 回 RAC 報告書作成に対する情報  
会議における説明および討議と並んでカウンシルは第 4 回 RAC 報告書作成に対する

情報として次の文書の重要性を認めたい。  
1. 理研白書 2000 はカウンシル委員に理研の現状についての明確な事実情報を提

供した。この情報はセンター長および主任会議議長の説明にあたっても補足と

して充分に利用された。  
2. 第 3 回 RAC の理事長に対する報告書  
3. アドバイザリー・カウンシルの報告書(ILAC,FRAC*, GSAC, BSAC) 

*FRAC 報告書は第 4 回会議の際、未完成であったが、FRAC の議長が口答で

報告した。  
4. “理化学研究所の将来に関する考え方”- 理研理事会の基本方針書  

 
第 4 回 RAC 会議への背景  
第 4 回 RAC は、理研にとって特に重要な時期に提言を出すことを理解した上で、こ

の仕事に取りかかった。理研は過去数年間、組織内部の大きな変化に対処してきた - 
そのことは 1998 年の第 3 回 RAC によっても強調されている。  
カウンシルの委員は理研の変化の早さと規模の大きさに非常に強い印象を受けた。理

研の特色である多様でユニークな特性の組み合わせが、今日までの理研の成功を担っ

てきたと言える。しかしながら RAC は、理研全体において今日なお多くの変化が起

こっていることに大きな関心を寄せている。そして、この変化は理研に対し、適切な

運営の必要性をせまるものと考える。現在、理研に影響を及ぼす重要な外的要因の中

には次の様なものがある:  
A. 最近(また近未来)の大規模な成長 

BSI および GSC: 新ミレニアムプロジェクト(総て 5 年間の期限付き)―(遺伝子

多型研究センター、植物科学研究センター、発生・再生科学総合研究センター): 
バイオリソースセンター  

• 予算の増加(1996 年 360 億円から 2000 年 750 億円に増加)  
• 主な重要支出項目と施設の拡大  
• 人的資源の増大  
• 理研内の強力な勢力としてのライフサイエンスの出現  
• 理研内における 2 つの雇用制度の出現(終身職、契約職)  
• 急成長期における固定した終身職数に起因する制限  



 

B. 文部省と STA との統合と、それに伴う日本の科学教育機関を支援するための 
新らしい政府組織の出現 

  
C. 2001年 4 月に効力を発する予定である日本の科学技術基本計画(第 2 期 5 年間)
は、今年後半に公表される。科学技術への投資に関する政府の方針の概要を述べる

本計画は、理研を含む日本の研究機関の財政的基盤を左右する 
 

D. 相当数の主任研究員並びに他の理研において指導的立場にある研究者(センタ

ー長)の差し迫った退職 
RAC は、過去 10 年間における理研の成長と多大の成功を充分評価したい。主任研究

員研究室制度を基盤とする中核的プログラムは、最高レベルの大学に匹敵する研究の

質と学問的厳しさを維持しているが、これと相並んで、理研は日本の威信を高めるビ

ジビリティの高い世界的なプロジェクトを発展させてきた。代表的な例としては、次

のようなプロジェクトがある:  
• SPring-8 放射光施設  
• 理研脳科学総合研究センター  
• RIKEN-RAL ミューオン施設  
• 和光における RI ビームファクトリーの建設  

 
第 3 回 RAC―理研への提言 

1. 理研の独立性が将来の科学技術に係わる行政改革においても維持されるよう、

政府に(理事を通じて)提言する  
2. 理研のもつ知的所有権の企業化開拓は、それに専任の少数の専門家グループを

設置し、進めるべきである。  
3. 理事会議および主任研究員会議は、理研全体の戦略的概観を持ち、新たに適切

な組織を構築するための基となる今後 5 年から 10 年にわたる研究戦略を策定

することを提言する  
4. 理事会議および主任研究員会議は、多様化をおさえて集中化をすることを検討

してみるよう提言する。  
5. 研究室レビューの間隔は 4 年程度に短縮すべきである。更に、研究室レビュー

の代わりに、もしくは、それに追加する形で分野全体を見わたすレビューの実

施を、理事会議が検討することを提言する。  
 
第 4 回委員会における議論の最初の論点は第 3 回 RAC 会議の報告であった。 
以下のコメントは 3 回 RAC 提言に対する理研の対応についての第 4 回 RAC 委員会

の評価である。  
1. 我々は、日本の科学界の中で理研が引き続き高いレベルの研究を追求すると共

に、運営の柔軟性にも焦点をあて、自律性を堅持することが非常に重要である

ことをさらに強調したい。政府当局者に理研の自律性の真の重要性を強調して

きたこれまでの理研の努力と成功を讃えるとともに、他機関との協調という圧

力が増す可能性も考慮して、理研が一層精力的にこの路線を貫くよう強く提言

する。  



 

2. 理研が特許および知的所有権の問題を扱うために行ってきた施策は評価する

が、知的財産の企業化開拓に関しては、更に積極的に、焦点を定め、精力的に

専門的方策を取るべきであると引き続き提唱する。中途半端なやり方では、理

研の潜在的な利益を最大限につかむことはできないであろう。  
3. 最後に、第 3 回 RAC は、理事と主任研究員が理研全体としての戦略的大要を

とりまとめ、5 年から 10 年先迄の研究戦略計画を策定するよう提言した。理

研は、“理化学研究所の将来に関する考え方”という基本方針書を採択し、とり

あえず第一歩を踏み出した。しかしながら、理研の将来への具体的戦略方針を

策定するためには、より広範な、包括的、徹底的な検討がなされるべきである

と第 4 回 RAC は考える。この意見はおそらく我々委員の最も重要な提言であ

る。  
 
第 4 回 RAC の提言は、理研の将来に関する基本方針書の中に記述されている 5 つの

方向と原則を大枠として、作成されている。  
 
理化学研究所の将来に関する考え方 

I. 
II. 
III. 
IV. 
V. 

我が国の中核的総合研究所としての役割を果たす。 
国内外の最も優秀な研究者を結集し、機動的研究体制をとる。 
プロジェクト制の重点的研究群と、プロジェクトを生み出す土壌となるイン

キュベーター的研究群で構成する。 
大学との差異を明確にしつつ、大学、産業界等との相補的協力関係を尊重す

る。 
常に適正規模を意識し、安易な拡大主義を排する。 

第 4 回 RAC の提言  
I. 我が国の中核的総合研究所としての役割を果たす。 
V. 常に適正規模を意識し、安易な拡大主義を排する。 

 
RAC 提言＃1 
理研は、理研の未来像、使命、義務、戦略および独自性を明確にするための特別なプ

ロジェクトを早急に開始する必要がある。この作業を通して“総合的、中核的研究所”、
“最適の規模”および“安易な拡大”の定義と内容が明らかにされねばならない。  
戦略計画を検討する過程で、理研の存在理由、日本の科学体制に根をおろした独自の

潜在能力、戦略的研究領域において世界レベルの指導的立場を獲得するための方策な

どについての基本的な議論が奨励され、支持されるべきである。また、この戦略計画

の立案は、理研を横断的に、また可能であれば、全国的な視野で検討されるべきであ

る。 
理研は、国内の大学あるいは研究機関、外国の研究組織との関わりの中で、そのユニ

ークかつ揺るぎない独自性を主張できるよう、理研の研究実積の総覧(an inventory 
of its knowledge assets)を作成すべきである。理研は将来にわたって、研究の質と組

織の柔軟性を最も中核的な資産として維持することに専念すべきである。  
次に、具体的な目標に向けての実施計画、戦略達成のためのスケジュールに沿って、

さらに現在実施している評価活動と責任体制との調和を考慮しつつ、適切な評価基準



 

を定めなければならない。その際、理研の知的資産管理の領域における能力(RIKEN’s 
capacity in the area of knowledge management) についても、十分考慮されなけれ

ばならない。  
この戦略的計画作成に関して、RAC は幾つかの明確な提言を行う。  
提言＃1a 
理研の自律性、自由裁量性、柔軟性およびユニークな特徴は、日本の科学行政の来る

べきどのような変化においても、維持されるべきであると(理事会を通し)政府に要請

することを提言する。  
提言＃1b 
理研は、理研全体の代表者および外部アドバイザーからなる定常的 science priorities 
committee (プライオリティー委員会: an agenda setting committee)を設立、育成、

維持すべきことを提言する。この委員会は、理研が現在および近未来における発展の

好機にいかに対処すべきかについて、理事長に絶えずフィードバックし、助言を与え

るべきである。同時に、理研の戦略的長所を把握し、常に科学の最前線を見極めるこ

とに焦点を合わせるべきである。  
提言＃1c 
ボトムアップ型知的好奇心主導の基礎科学研究は、長年にわたり主任研究員研究室

(IL)を通して理研の科学的成果の中核となってきたものであり、今後も持続され、強

化されるべきである。そのために、IL の研究領域選定にあたっては、明確な戦略を

策定し追求すべきであり、透明度の高い的確な業績評価制度の確立が必要である。理

研の IL は、国内・国際的に顕在性をより一層高める必要がある。  
提言＃1d 
人的資源基盤の拡充、充分なスペースおよび研究基盤の提供を含む理研 BSI の発展計

画を実行する必要がある。BSI のアドバイザリー・カウンシルの主要な提言は真剣に

考慮すべきである。  
BSI は現在、国際的には理研の旗艦となっており、理研としてはその発展を支援する

努力を払うべきである。BSI の可能性を十分実現するために、多少の終身職ポジショ

ンの配分も考慮すべきである。また、BSI を創設した所長の優れた指導力が確実に引

き継がれることが重要である。  
提言＃1e 
RAC は GSC の過去数年間の業績は高く評価するが、幾分憂慮する点がある。それは

研究課題があまりに多様であること、また、ある研究課題については、特別な目標達

成への戦略的方法に一貫性がないように見えることである。  
GSC は、実施すべき研究課題の優先順位を定め、全研究チームが GSC の戦略的目標

と存在意義を支持し、さらに全体がまとまって事業の一貫性と互いの相乗効果を最大

限に発揮するような将来計画を作成し、それに向かって研究プロジェクト全体を見直

すべきである。  
新しく発足した植物科学研究センターとの関係で、GSC 内の植物ゲノム機能情報研

究グループとの統合の可能性を含めて最も適切な形について考慮しなければならな

い。タンパク質構造・機能研究グループと動物ゲノム機能情報研究グループはポスト

ゲノムにおいて非常に重要となるものではあるが、より明確な短期(3-5 年)的目標の

設定が必要である。  



 

理研はミレニアムプロジェクトによって始まった 3 つの新研究センター(遺伝子多型

研究センター、発生・再生科学総合研究センター、植物科学研究センター)を継続的

に支援すべきである。現在の投資に対する成果が十分に達成されるためには、適切な

時期に、ミレニアムプロジェクトの評価を行い、予算の継続を確保しなければならな

い。  
提言＃1f 
フロンティア研究システムの戦略的展望を再検討するよう提言する。フロンティア

研究システムの位置づけは、複数の新センターの展開によって変化しており、新し

い研究領域を選ぶメカニズムが更に一層重要になってきた。先に述べた(外部の専門

家を含む)プライオリティー委員会 は、フロンティア研究領域の優先順位を決める

際の極めて有効な場となるであろう。少なくとも新しいフロンティア研究領域の選

考にあたっては、そのメカニズムを明らかにする必要がある。FRS は IL と並んで、

創造のための源泉であり、理研が次世代研究領域を成熟させ開発するための土壌的

役割をはたしていると考えられる。  
 
II. 国内外の最も優秀な研究者を結集し、機動的研究体制をとる。 
 
 

提言＃2 
理研は、プライオリティー委員会によって策定された理研の戦略的目標を実現するた

めの優秀な研究者を採用・確保する具体的計画を作成する必要がある。  
今後数年間に差し迫った多くの主任研究員の退職は、戦略的計画を策定し、人的資

源を再編する良い機会であると言える。人的資源の採用と確保のための計画には、

研究センターの現リーダーが任期満了する際極めて優秀な研究指導者の採用するこ

と(即ち、後任者選出計画)を含めるべきである。また、その中には、魅力的で、的確

且つ革新的な評価制度や、長期にわたって質の良い人材を確保できるような報酬、

昇進制度も含めるべきである。さらに国際的に優れた花形研究者の採用を促すため

に、更に革新的で広範な支援体制の整備が必要である。  
 

III.  プロジェクト制の重点的研究群と、プロジェクトを生み出す土壌となるイン

キュベーター的研究群で構成する。 
 

提言＃3 
理研に IL とセンター群の二制度が並列して共存することは、研究所運営上極めてチ

ャレンジングなことであると RAC は考える。これは理研にとって中心的課題であり、

これら二つのシステムの調和と相乗効果が最もいい形で確保できるよう、この並列関

係の運営には積極的な指導力が発揮されなければならない。  
IL とセンター群に期待されている使命と機能に照して、二つの研究システムの長所、

短所を明確にする必要がある。それは、理研の研究実積の総覧 (an inventory of 
RIKEN’s knowledge assets) の整備および戦略計画を作成する過程を経て明確に

されるべきものである。また、必要性を十分検討した上で終身職のポジションを理

研全体で配分できるようなより高い柔軟性を両制度(IL とセンター群)の中に盛り込



 

む事を考慮すべきである。例えば、バイオリソースセンターは、その使命を効果的

に果たすには長期的に一定数の優秀な職員が必要であろうし、同様に他の施設も支

援するためには一定数の専門家も必要であろう 
 

IV.  大学との差異を明確にしつつ、大学、産業界等との相補的協力関係を尊重す

る。 
 

提言＃4 
理研の経営者は理研内および国内外の研究・開発機関との共同研究および研究クラス

ターの形成を促進するためのメカニズムを整備することについて考慮すべきである  
これらの努力は、相乗効果を上げる関係を構築することに重点をおかねばならない。

そして、このような取り組みは全て、理研内外において国境、地域、そして研究ある

いは学問領域を越えた共同研究の自発的発展を推進するシステムを念頭におくべき

である。  
提言＃4a 
理研は、優秀で質の高い研究および技術開発を大量に創り出している。これによって、

多くの商業的に価値の高い知的財産も同時に生み出されることとなる。最近理研は、

特許および技術移転に関し以前に増して努力してはいるものの、ライセンス契約およ

び特許使用料は過去 7 年間増加していない。  
理研は、研究および技術開発部門と同様に、専門的に質の高い技術移転部門の整備

をさらに押し進める必要がある。その達成度の評価は、予め目標を設定し、これに

照らして行われるべきである。  
個々の AC 報告書に対する第 4 回 RAC の対応  
 
全体 
RAC は理研の研究内容について直接には評価しなかったが、4 つの AC の報告書を検

討し、次のように結論づけた:理研の研究は国際的にレベルが高く、中には並外れて

優れた研究も含まれる。理研は幅広い研究分野で優れた科学を継続して生み出してい

ることを誇るべきである。  
理研が科学的成果の評価を行う場合、例えば、特別な国家目的や計画等の達成度より

は、むしろ国際的基準を念頭に置くことが極めて重要であると RAC は考える。これ

に関連して、理研が特別な目標をはっきり設定することは極めて有益である。理研の

科学は--総ての分野を通じて--世界上位 10％の中に入るべきであり、常に科学の質が、

絶対的に優先されなければならない。どの既存の分野においても、もし理研内で質の

高い成果が得られない場合、その分野から撤退すべきである。  
 
各アドバイザリーカウンシルによる報告書概要 
(各アドバイザリーカウンシルの議長作成)  
ILAC(主任研究員研究室(IL)アドバイザリー・カウンシル) 
研究室レビュー後、ILAC は、IL においては査読制度のある専門誌および国際会議で

広く流布する優秀な研究成果を継続して生み出してきたという結論を得た。異なるい

くつかの科学領域において、最先端を走っている研究成果が認められる。近々退職す



 

る研究者が相当数いることを考慮して、RAC が提言するように、IL の人材採用の問

題を理研の全体的戦略の方向づけの一環として捉えることが肝要である。  
理研の構成要素として中心的存在である IL は、現在理研における大きな変化と多様

な可能性に直面している。IL を理研の成長と期待の中核的存在として位置づける中

で、ILとセンター群との間の勢力の不均整について指摘するのは重要なことである。

IL は、センター長に組織の代表として意見を述べる権利を与えているセンターとは

異なり、過去には IL のためにうまく機能していた理研の主任研究員会議のやり方が、

はたして将来にわたっても IL の利益を代表する最適な設定かどうか検討してみる必

要がある。このような組織および構造の問題は、理研が戦略的計画を検討する際考慮

すべき課題だと我々は考える。また、これまで理研の中心であった化学を含むボトム

アップによる基礎科学が、今後とも確実に継続して繁栄すべく、注意深い考慮が払わ

れるよう我々は強く主張する。  
 
BSAC(脳科学総合科学研究センター:アドバイザリー・カウンシル) 
人間を理解する上において人間の脳は最も複雑な組織である。神経疾患はその発生率

の上昇に伴い、その科学研究の重要性も増大してきている。伊藤正男所長の指導の下、

BSI は極めて短期間のうちに国際競争に十分伍していけるまでにレベルアップした。

1999 年の BSAC の提言を受け、BSI は多くの改善を驚くほど迅速かつ効果的に行っ

た。BSI の研究者との話し合いの中で BSAC 委員は、豊富な共同研究の機会、運営

の開放性および透明性、中核的な施設、研究者が研究に専念できる充分な時間の確保

および先端技術開発センターに対して特に強く印象づけられた。  
一方 BSAC は、BSI の研究者に対する終身のポジションの欠如、研究資源(特にスペ

ース)の配分、トランスジェニック・マウスの収容能力、バイオ・インフォマティッ

クスの必要性、大学院生を引き付ける BSI の能力、事務負担など幾つかの点に関し懸

念を有し、それらに対し以下を提言する。  
 

1) 特別な研究者に終身のポジションを幾つか与えることを考慮すること。 
2) スペースの適切な配分を確実にするためのプロセスを実施すること。 
3) 動物実験およびヒトに係る実験に関する政策・手続きの確立に向け前向きに対

処すること。 
4) 大学院生を BSI に引き付けその教育訓練効果を高めるための斬新な方法を考慮

すること。 
5) 研究者のための事務支援体制の整備について考慮すること。 
6) 生物モデル(biological modeling)およびニューロ・インフォマティックス分野の

理論研究の推進、また、認知脳科学(cognitive neuroscience)と神経生理学

(neurophysiology)との強力な協力関係の確立。 
7) BSI 独自のバイオ・インフォマティックス関連施設の整備。 
8) 理研内の BSI 以外の研究グループとの相互に有益な協力関係の確立に向け、引

き続き努力すること。 
アドバイザリー・カウンシルは先導的な研究機関としての BSI の発展に係る総ての

人々の斬新な考え方、柔軟性、活力に対して引き続き感銘を受けている。  
 



 

FRAC (フロンティア研究システム・アドバイザリー・カウンシル) 
フロンティア研究システム(FRS)の基本的な運営方針について 
フロンティア研究システムの目標は、  
 1)科学技術の新しい分野を切り拓くこと 
 2)社会に貢献すること 
 3)産業・経済界にインパクトを与えること 
である。 
 
以上の 3 つの目標における視点から、フロンティア研究システムについて集中的に議

論が行われている。これら 3 つの目標を実現し、確固たるものとするためには、適切

な研究計画の選択と、最適な人材の採用が最重要だと考えている。また、第 3 の目標、

すなわち産業・経済界へインパクトを与えるという視点からは、この目標において如

何に最良の成果を得るかを審議する任務を持つ、能動的な委員会の創設も重要であろ

う。この委員会は、広範な分野にわたる課題を適正に評価するため、各界から広く専

門家を集め構成すべきである。加えて、フロンティア研究システム自身が自らの科学

技術の技術移転の成果を評価し、促進するための委員会を創設すべきである。この委

員会は総体的な特許戦略の評価も行うこととなろう。本委員会は、FRS が現在のシ

ステム運営において、こうした課題を達成するために大変優れた努力をしている点に

ついて喜ばしく思っている。しかしながら、それが十分に成し遂げられていないとい

うことも強調しておきたいと思う。この任務は容易ではないが、「フロンティア」と

呼称において定義されたこのシステムは、研究運営方法についても新しいフロンティ

アを開拓しなければならない。そして、自ら主体的に独自な新しいシステムを、特に

科学技術における人跡未踏の地において形成していくために前進していかなければ

ならない。 
 
GSAC(ゲノム科学総合研究センター) 
今年 3 月、GSAC は過去 2 年間の GSC の活動を広範囲にわたってレビューした。

GSAC の委員は各研究プロジェクトの専門家で国際的に著名な科学者および幅広い

知識と研究に対する非常に高い感心を寄せている科学者達である。  
GSAC は、全般的にこのセンターの研究は質が高いと評価している。例えば、雑誌

“Nature”に記載されたヒト 21 番染色体の全てのシーケンスが最近解読されたこと。

確実にこれは今年日本が最重要な貢献をしたことの証明となるであろう。  
一般的な課題も会議で幾つか挙がった。これらは解決への提言と共に下記で議論され

る。  
研究活動はもっと焦点を絞るようにとの提言が出された。それは、財源および人的資

源の増加を当てにするより、制限ある資源を有効に使うことによって達成できる。そ

れよりも問題な点は、GSC 内部あるいは GSC と理研の他の研究部門(institutes)との

交流と研究協力がないことである。しかし GSAC の提言後、委員会は GSC と BSI
間で交流が開始されたことを聞き喜んでいる。GSC内部の各研究プロジェクトは様々

な異なる所から資金を得ている。GSC を一体的に運営するため、所長によるある程

度の柔軟な予算運用を認めるべきである。  
以下は各グループに対する個別コメント。  



 

遺伝子構造・機能研究グループ 
マウスの完全長 cDNA ライブラリーの全長シーケンスを解読することに研究の焦点

を絞ることにあらゆる努力が払われるべきである。以前このグループは完全長 cDNA
を単離する方法を開発し、マウス cDNA ライブラリーを公開した。研究者にこのライ

ブラリーを更に役立たせるには、3’末端の部分シーケンスよりも全長シーケンスに関

する情報を提供することのほうが重要である。これはまた、マウス cDNA ライブラリ

ーの実証行為として重要である。このための時系列的な計画が示されるべきである。

装置の改良、特に高効率の DNA シーケンサーの開発は、殆ど完了した。研究室運営

にはこの機械の能力で十分である。それゆえ、この問題はもはやそれ程優先順位の高

いものではなくなった。このグループは、高効率 DNA チップ、あるいはタンパク質

間の相互作用のような装置改良のために財源を使う必要はないはずであり、もっと研

究室運営に目を向けるべきであると指摘されている。  
タンパク質構造・機能研究グループ 
ポストゲノム時代の到来でこのプロジェクトに重要性が出てきた。事実、このグルー

プはこのことをよく念頭において研究を行っている。横山プロジェクトリーダーは、

タンパク質の 3 次元立体構造を決定するために、多数の NMR 測定器の使用を最初に

提案した。この新しい施設は今年完成する予定で、高分解能 NMR 測定器を 20 台備

えている。それゆえ、この研究室の運営が効率的に行われるように運営体制の改善が

望まれる。この点に関し、多数の NMR 測定器を運転し適切に調整するための責任を

持つ上級研究者を終身職で雇用する必要がある。理研本部はこの問題を慎重に考えな

ければならない。この研究室には、NMR の外部専門家(国内外も含む)がこの施設を

利用できるようになんらかの準備が必要である。そうした取り決めはこのグループと

外部専門家間の共同研究に刺激を与え、それによって先端の技術および考えがこの研

究室にどんどん流入することになる。この研究グループが成功する為には、NMR 分

野の同業科学者から支援を得る必要がある。  
ゲノム構造情報研究グループ 
紹介部分で述べたように、GSAC 委員はこのグループの成果を大いに評価している。

このプロジェクトには問題はなにもないようである。ヒトゲノムとの比較のために、

チンパンジーのゲノムおよび更に 2 つのヒト染色体(11 と 18 番染色体)を研究する提

案は、GSAC の委員によって是認された。  
動物ゲノム機能情報研究グループ 
ENU 処理によって多数の突然変異マウスの生産を目論むプロジェクトの提案は

GSAC によって支持された。ポストゲノム時代にはこの研究の重要性が増す。このプ

ロジェクトの可能性を実現させるためには、膨大な資源(施設、資金および人力)が要

求される。このグループは、かなり長期間にわたる突然変異体マウスの保存が必要に

なる癌と行動に関する研究に焦点を絞っているので、膨大な資源要求はまさに正しい。

この意味において、このグループは筑波の理研バイオリソースセンターと協力してこ

のプロジェクトを行うべきである。  
植物ゲノム機能情報研究グループ 
篠崎プロジェクトリーダーによる研究の提案はすばらしい。このグループの規模は小

さいので、日本国内たとえば、シロイヌナズナのゲノム研究をおこなっている、かず

さディー・エヌ・エー研究所のような他の研究所と密接な連携をもったり、共同研究



 

を行うべきである。おそらくこのグループは今年度理研に開設された植物科学研究セ

ンターに統合されたらもっと利益を得ることになるであろう。  
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